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[事実の概要]

　株主相互金融といい、また、「株主優待金」という用語については、まず、言葉自体についての説明が必要とされるであろう。株主相互金融とは、本判決もいうように、「終戦後、庶民の金融・利殖の手段として一時全国に流行した、いわゆる殖産無尽が『貸金業等の取締に関する法律』（昭和２４年法律第１７０号）等によって取締りを受けることになったところから、これを回避するため、これに代わるものとして考案された金融方式である」とされている。殖産無尽とは、がんらい、頼母子講ないし無尽講の変形であって、講元にあたる経営者が、加入者に日掛または月掛で料金を払い込ませ、それが一定額に達したときは、掛金額の何倍かの金額をふつう無担保で貸し付け、貸付けを受けた者からは従前どおり日掛または月掛で貸付金を回収し、貸付けを希望しない者に対しては、かなり高率の利息を支払うというのが、その大体の仕組みであった。これは、資産や信用の乏しい一般庶民にとって、一つの魅力ある金融手段であったが、経営の資本的基盤が薄弱であったことや高利金の無理などから、次第に弊害を生じ、貸金業法等による取締りを受けることとなったため、合法的な組織転換を余儀なくされるに至った。かくして、この殖産無尽の変形として生じたのが、株主相互金融であるというわけである。

　さて、この株主相互金融の方式も、もとより、完全に定型化されていたわけではないが、通常、不特定多数の者から資金を受け入れることを禁止した貸金業法等に触れることを避けるため、加入者にいったん株主たる地位を取得させて、金融取引の相手方を株主に限定し、加入者が支払った株金額を無尽で払い込んだ掛金額に見立てて、殖産無尽に類似する契約関係を設定し、庶民の金融または利殖の機関としての作用を営もうとしたものである。その具体的な事業の内容については、ふたたび、本判決のいうところを聞こう。いわく、「（１）会社が必要に応じて新株を発行し、増資新株は、ひとまず、ある特定人（注、代表取締役など）をして一括して引き受けさせ、次いで会社の斡旋によって一般大衆にこれを売り出す。（２）株式の買受希望者には、原則として、会社が買受代金を貸し付け、日掛または月掛による弁済を認める。（３）株式を買い受けて株主となった者は、その代金を完済したときに、会社からその持株の額面金額の三倍までの金額の融資を受けることができる。（４）株主となった者で右の融資を希望しないものに対しては、その者の選択に従い、（イ）会社が持株の譲渡を斡旋し、譲受人が決まるまで、会社においてその譲渡代金を立て替えて支払い、株式を回収する。この場合、立替金として支払われる金額は、その株主がさきに支払った株式買入代金に、予め約定された一定の利率によって算出した金額を加算したものとする。（ロ）株式を譲渡しない株主に対しては、会社は、引き続き六カ月間株主たることを持続するごとに、予め約定された一定の利率によって算出した金額を支払う。右の（イ）および（ロ）の各約定金員のことを株主優待金（奨励金または謝礼金）と称する」、と。

　右の判旨は、本件上告会社Ｘの事業内容として説示されたものであるが、それは、いわゆる株主相互金融方式の一つの雛形として、理解されてよいであろう。このようなものとしての株主相互金融における「株主優待金」が、当該法人所得の計算上、損金として取り扱われるべきものであるかどうか、それが問題の焦点である。

　具体的な本件の事案において、Ｘは、「株主優待金」は法人税法にいう損金にあたるとの見解のもとに、前後四ヵ年にわたる各事業年度の法人税額を算定し、その都度確定申告をしたが、所轄税務署長および所轄国税局長（被上告人Ｙ）は、右優待金の支払はＸの利益処分であるとして、各年度につき、それぞれ更正および審査決定をした。そこで、ＸからＹに対し、前後４回にわたる審査決定の取消しを求めて提起したのが、本訴であるが、１、２審とも、Ｙの見解を支持してＸの請求を棄却した。そこで、Ｘからの上告申立てであるが、上告理由の要点は、本件の株主優待金は法人所得の計算上損金として取り扱われるべきものであるとし、そのことを理由として、原判決に旧法人税法（昭和２２年法律２８号）９条1項の解釈適用を誤った違法、その他の違法がある、とするにあった。

 [判旨]
　最高裁は、大法廷判決をもって論旨に答えたが、判決は、横田、入江、草鹿、長部、城戸、石田、田中、岩田、下村の９裁判官の上告棄却の多数意見、これと結論を同じくするが理由を異にする松田裁判官の意見、以上と結論を異にする奥野裁判官の破棄自判（Ｘの請求認容）の反対意見に分かれた。

　多数意見はいう、「具体的にいかなるものを益金と認め、いかなるものを損金とするかは、単に益金または損金の性質を理論的に解明するだけでなく、さらに、租税法の解釈上の諸原則や……各個別的規定に現われた法の政策的・技術的配慮をもあわせ参酌するのでなければ決定できないもの、といわなければならない……『資本の払戻し』や『利益の処分』以外において純資産減少の原因となる『事業経費』は、原則として、損金となるものというべきであるが、仮りに、経済的・実質的には事業経費であるとしても、それを法人税法上損金に算入することが許されるかどうかは、別個の問題であり、そのような事業経費の支出自体が法律上禁止されているような場合には、少なくとも法人税法上の取扱いのうえでは、損金に算入することは許されないものといわなければならない。ところで、株主の募集に際し、株式会社が、株式引受人または株式買受人に対し、会社の決算期における利益の有無に関係なく、これらの者が支払った払込金または代金に対し、予め定められた利率により算出した金員を定期に支払うべきことを約するような資金調達の方法は、商法が堅持する資本維持の原則に照らして許されないと解すべきであり、従って、会社が株主に対し前示約定に基づく金員を支払っても、その支出は、法人税法上は少なくとも、資本調達のための必要経費として会社の損金に算入することは許されないところといわなければならない。」これを別の見地から見ても、「Ｘが株式買受人に対して支払う本件株主優待金は、実質的には、株主が払い込んだ株金に対して支払われるものにほかならない……そして、会社から株主たる地位にある者に対し株主たる地位に基づいてなされる金銭的給付は、たとえ、Ｘに利益がなく、かつ、株主総会の決議を経ていない違法があるとしても、法人税法上、その性質は配当以外のものではあり得ず、これをＸの損金に算入することは許されない。また、本件株主優待金は、会社が前示約定に基づき会社の決算期における利益の有無に関係なく、約定の利率により算出した金員を定期に支払うものであって、配当とはその性質を異にすることＸの主張のとおりとしても、このような金員の支払は、前示のとおり、法律上許されないのであるから、少なくともその支出額を必要経費として法人税法上会社の損金に算入することは許されないといわなければならない」、と。
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